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はじめに
[image: ]平成23年３月11日に発生した東日本
大震災の影響により、首都圏においては鉄道
の多くが運行を停止するとともに、道路におい
て大規模な渋滞が発生し、バスやタクシーなど
の交通機関の運行にも支障が生じた。
地震の発生時刻が平日の日中であったこと
と相まって、鉄道等を使って通勤・通学している
人々の帰宅手段が閉ざされ、首都圏において
大量に発生した帰宅困難者（内閣府推計で
は約515万人）による混乱等は、大規模地
震等に備えての帰宅困難者対策を、一層具東日本大震災発災当日の新宿駅前（新宿区撮影）

体化させていく必要性を顕在化させた。

大阪においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、都心部のターミナルでの混乱防止等を目的に、平成23年8月設立の駅周辺事業者を主体とした「大阪駅周辺地区帰宅困難者対策協議会」をはじめとして、主要ターミナル毎に協議会が設立され、取組みが進められている。
また、大阪府域の関係者で構成された「帰宅困難者支援に関する協議会」（平成26年６月設立）では、帰宅困難者自身の安全確保と併せ、一斉帰宅による街中の混乱を回避するため、「事業所における「一斉帰宅の抑制」対策ガイドライン」（平成27年３月）を策定し、事業所が策定する計画への従業員の施設内待機の反映など、「むやみに移動を開始しない」という一斉帰宅の抑制を働きかけてきた。

大規模地震による多数の死傷者・避難者が想定される中、行政機関による「公助」には限界があり、可能な限り「自助」を前提としつつ、「共助」も含めた総合的な対応が不可欠である。
首都圏において、東日本大震災の経験等も踏まえ、官民あげての帰宅困難者対策が進んでいる中、大阪都市圏においても、南海トラフ巨大地震等の大規模地震発災時には、膨大な数の帰宅困難者の発生が想定されることから、事業者に協力を促し、官民一体となり、帰宅困難者対策を一層進めていくことが必要である。

本基本方針(案)は、大規模地震の発生により帰宅手段が閉ざされ、事業所や一時滞在施設に留まった帰宅困難者が、混乱収拾時以降、安全に帰宅するための支援策を、隣接府県域への帰宅だけでなく隣接府県域からの帰宅も考慮し、とりまとめたものである。
本基本方針をもとにさらに検討をすすめるなど、官民が連携し、オール大阪で帰宅困難者対策に取組むことで、大阪府域における対策の一層の推進につなげていきたい。　　

第1章　帰宅困難者対策の基本的な考え方　　　

１．帰宅困難者対策の基本的な考え方

大規模地震の発生時には、公共交通機関が広範囲にわたり運行を停止し、帰宅手段が閉ざされることにより、膨大な数の帰宅困難者（徒歩等で帰宅することが困難な者）が発生する。
都心部等における大量の滞在者が一斉に帰宅を開始した場合、混雑による集団転倒や火災、沿道建物からの落下物等により死傷する危険性があるとともに、救命・救助活動、緊急輸送活動などの応急活動に支障をきたすことが懸念される。
こうした一斉帰宅に伴う混乱を回避させるため、大都市圏においては、発災後は、帰宅困難者や都心部等における滞在者自身の安全を確保することと併せ、まずは、「むやみに移動を開始しない」という、一斉帰宅を抑制させるための取組みが必要となる。
なお、南海トラフ巨大地震における津波浸水想定区域内に居る者は、津波避難を優先させることとしているため、避難指示等が発令されているか否かにより、対応が異なってくる。

一斉帰宅の抑制
事業所における施設内待機
集客施設等における保護
駅周辺等における混乱防止
一時滞在施設の確保
帰宅支援
情報提供

また、駅周辺の滞留者や路上等の屋外で被災した
外出者等については、帰宅が可能となるまでの間、待
機する場所がないことから、路上等に人が溢れかえる
ことになる。このため、大阪都心部では、このような帰宅
困難者等を一時的に受け入れるための一時滞在施設
をあらかじめ確保しておくなど、ターミナル駅周辺等におけ
る混乱防止等の取組みが必要となる。

さらに、混乱収拾時以降、事業所や一時滞在施設
に留まった帰宅困難者等の多くは、長距離を徒歩で帰
宅することになると考えられることから、徒歩帰宅者への
支援も必要となる。

事業所や一時滞在施設に留まった帰宅困難者等は、被害状況や公共交通機関等の復旧見通し等、行政及び関係機関から提供される情報などをもとに帰宅を開始することから、災害時に、迅速かつ適切に情報提供を行えるよう、情報提供体制の充実・強化を図る必要がある。


２．基本方針の前提

（1）滞留者数及び帰宅困難者数

南海トラフ巨大地震対策検討のために、国が行った推計では、平日の12時に地震が発生し、公共交通機関が全域的に停止した場合、一時的にでも外出先に滞留することになる者（自宅のあるゾーン外への外出者）は、関西圏で約660万人に上り、そのうち徒歩等で帰宅することが困難な者（帰宅困難者）は、約220～270万人に上ると想定されている。
[image: ]









※出典：南海トラフ巨大地震対策について（平成25年５月　中央防災会議　防災対策推進検討会議　
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ）

一方、大阪府の推計では滞留者数（自宅のあるゾーン外への外出者）は、4,396,407人であり、うち帰宅困難者は1,463,128人となっている。市町村別の内訳は次表のとおりである。
なお、国と大阪府の推計に差が生じているのは、京阪神都市圏パーソントリップ調査の実施年や、調査時間帯等が異なっているためである。
　　・実施年　　　　国：H12、　府：H22
　　・調査時間帯　国：昼12時、府：18時

＜推計式＞
帰宅困難者数　＝　帰宅距離別滞留人口　×　帰宅距離別帰宅困難率（※）
（※）帰宅困難率（%）＝　0.0218　×　外出距離（㎞）×　100





■市町村別の滞留者数及び帰宅困難者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

[image: ]
※出典：大阪府　南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（平成26年１月）


（2）広域による帰宅困難者対策の必要性

大阪府には、周辺の近隣府県より667,941人（人口に占める割合：約８％）が流入している一方で、283,107人（人口に占める割合：約3％）が流出している。
このように府県域を越えて、通勤や通学等をする人が多いことから、帰宅困難者対策についても、広域での調整が必要であり、関西広域連合の構成府県・政令市が連携して取組むことが必要である。


[image: ]












※出典：平成27年国勢調査　従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果（大阪府版）
大阪府総務部統計課






（3）鉄道の運行停止

大阪府の被害想定により、震度６強以上の震度分布とされている地域の鉄道施設は、少なくとも3日間は運行停止しているものとし、それ以外の地域の鉄道施設は、3日間のうちに、折り返し運転により運行再開しているものとして取り扱うこととする。
また、津波浸水想定区域内にある鉄道施設についても、少なくとも3日間は運行停止しているものとし取り扱うこととする。
【鉄道の運行停止】
大都市圏において、M７クラス以上の地震（大規模地震）が平日昼12時に発生し、大都市圏内の鉄道・地下鉄は少なくとも３日間は運行の停止が見込まれており、郊外と大都市圏とを結ぶ路線は３日間のうちに復旧し、折り返し運転を行う見込みとする。
また、ライフライン（電力、通信、上水道、ガス）についても一定の被害が生じていることとする。
※出典：「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」（平成27年３月、内閣府（防災担当））

（参考）震度６弱地域における鉄道の運行状況
平成28年10月21日に発生した鳥取県中部地震、同年12月28日に発生した茨城県北部地震においては、震度６弱の地域でも、発災後３日間のうちに鉄道の運行が再開されていた。












（4）混乱収拾期

国のガイドラインでは、帰宅支援の移行については、発災後３日目までは救命救急活動、消火活動等を中心とした体制となることから4日目以降に開始、ただし、災害の規模や被害の状況によっては、3日目までの間に帰宅支援ができる場合もあるとされている。
このことを踏まえ、本基本方針では、混乱収拾期については、府域一律で想定しないものとする。なお、一斉帰宅の抑制については、３日間以上にわたる場合も想定されることから、
水・食料等の必要な備蓄品を用意しておくことについて、引き続き、事業者等に働きかけを
行うこととする。
【混乱収拾期】
行政機関等は、発災後３日目まで救命救急活動、消火活動等を中心に対応し、発災４日目以降に帰宅困難者等の帰宅支援の体制へ移行していくこととする。
ただし、災害の規模や被害の状況によっては、３日目までの間に帰宅支援ができる場合もあるため、４日目以降でないと帰宅させてはならないというものではなく、帰宅支援の移行のタイミングについては、国、都道府県等の関係機関とよく調整した上で、決定する必要がある。
※出典：「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」（平成27年３月、内閣府（防災担当））








第２章　徒歩帰宅者への支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大阪都心部を中心に公共交通機関が運行を停止する中、混乱収拾時以降、事業所や一時滞在施設に留まった帰宅困難者等の多くは、長距離を徒歩で帰宅せざるを得ないと考えられることから、帰宅支援対象道路の設定や、災害時帰宅支援ステーションの整備など、徒歩帰宅者が自宅まで円滑に帰るための支援を行うこととする。

１．帰宅支援対象道路（徒歩帰宅ルート）

帰宅困難者には、都心部から郊外部や隣接府県域へ帰宅する者、また、郊外部や隣接府県域から都心部等へ帰宅する者がいる。
混乱収拾時以降、徒歩帰宅ルートについては、災害時に安全に通行できるよう耐震対策などが実施されている幹線道路などを設定することが望ましい。しかしながら、こうした幹線道路は、救命・救助活動や緊急輸送活動の中心となる道路でもあり、緊急車両の通行が優先されることも想定される。このことから、徒歩帰宅ルートについては、道路の被災状況や応急活動の状況等を踏まえ、関係機関が協議の上、設定することとする。
なお、被災状況や応急活動の状況等によっては、徒歩帰宅ルートとしての通行を控えていただく道路（区間）を設定する場合もある。

○徒歩帰宅ルートの設定の考え方
<設定の基準>
災害時に通行機能が確保されるよう耐震対策などを講じている幹線道路を中心に、道路の被災状況や応急活動の状況等を踏まえ、関係機関が協議の上、放射路線と環状路線を設定する。
ただし、津波浸水想定区域内にある道路については、通行不可として取り扱うこととする。
　　　　　ア.都心から放射状に延びる路線
隣接府県との連携のうえ、折り返し運転を行う鉄道
[image: ]路線の状況や各方面に対し複数路線を設定する等
の視点を踏まえて設定
イ.都心を迂回する環状路線
郊外（隣接府県も含む）からの徒歩帰宅者の
利用に供するもので、被災状況により都心に交通
規制が実施される可能性もあることを踏まえて設定橋梁耐震対策


２．災害時帰宅支援ステーション等
[image: http://www.kouiki-kansai.jp/images_upload/1296102236.gif]
災害時帰宅支援ステーション等は、災害時に徒歩帰宅者が
円滑に帰宅できるよう、水道水、トイレ、沿道情報等の提供、休
憩の場の提供を、帰宅困難者に対して、可能な範囲で支援する
施設である。
想定される施設としては、沿道に広域的に営業展開している
コンビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンド等があり、災害時帰宅支援
ステーションのステッカー

協定の締結を働きかけるなど、災害時帰宅支援ステーション等の
確保に努めている。
また、店舗等にステッカーを掲出するなど、平常時より住民への
認知度の向上を図っている。


（1）災害時帰宅支援ステーション
　
平成17年２月より、大阪府とコンビニエンスストアや外食事業者等との間で、「災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定」の締結を開始し、協力事業者の確保に努めてきたが、平成21年9月11日以降は、関西広域連合が代表して、事業者等との協定を締結している。
主な支援内容は、水道水やトイレの提供、通行可能な道路情報の提供となっている。

■協定締結事業者　（H29.８現在）
　 24社　11,639店舗（関西広域連合）　（うち大阪府域　4,794店舗）
国分グローサーズチェーン㈱、㈱セブン－イレブン・ジャパン、山崎製パン㈱、㈱ファミリーマート、
㈱ポプラ、ミニストップ㈱、㈱ローソン、味の民芸フードサービス㈱、㈱壱番屋、㈱イデアプラス、
㈱サガミチェーン、ＳＲＳホールディングス㈱、㈱ストロベリーコーンズ、
㈱セブン＆アイ・フードシステムズ、㈱ダスキン（ミスタードーナツ）、チムニー㈱、
㈱モスフードサービス、㈱吉野家、ロイヤルホールディングス㈱、ワタミ㈱、㈱オートバックスセブン、
㈱スギ薬局、㈱第一興商、㈱ユタカファーマシー











（2）防災・救急ステーション

平成15年１月に、大阪府、大阪市及び大阪府石油商業組合と間で、「地震災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定」を締結している。
主な支援内容は、同組合員の給油所において、一時休憩所として、飲料水やトイレ等を提供するほか、地図等による道路等の情報、ラジオ等で知り得た通行可能な歩道に関する情報の提供となっている。

■協力店舗数（Ｈ29.４現在）	
　約350社　850店舗


３．徒歩帰宅者への情報提供

事業所や一時滞在施設に留まった帰宅困難者等は、被害状況や公共交通機関等の復旧見通し等、行政及び関係機関から提供される情報などをもとに帰宅を開始することになる。
このことから、災害時に、徒歩帰宅者に対して、徒歩帰宅ルートや災害時帰宅支援ステーションなどの情報提供を適切に行えるよう、情報提供体制の充実・強化を図るとともに、その発信・提供方法について検討することとする。
■イメージ図




　Ｓ
ｓｓ
：現在地
：徒歩帰宅ルート
：災害時帰宅支援ステーション

国道25号
国道308号

４．各関係機関の役割

災害時における徒歩帰宅者への支援を行うための主な活動内容は以下のとおりであり、関係機関（府・政令市、隣接府県、道路管理者等）が連携して、対応することとする。
また、災害時の対応が円滑に進むよう、定期的に協議を行う等、日頃から連携体制の維持・充実を図ることとする。

【主な活動内容】
■帰宅支援対象道路の選定
■状況把握と情報発信
①状況把握
・鉄道の運行状況
・通行可能な道路情報
・救助・救急活動や緊急輸送活動等の状況
②判断
・道路設定
③発信・周知
・情報発信
■通行空間の確保
■災害時帰宅支援ステーションの認知度向上　　

第３章　バス等の代替輸送による帰宅困難者等の搬送　　　　　　　　　

混乱収拾時以降、事業所や一時滞在施設に留まった帰宅困難者等は、順次、徒歩で帰宅することになるが、自力での徒歩帰宅が困難な方に対しては、バス等の代替輸送により、自宅まで円滑に帰るための支援を行うこととする。

１．代替輸送の基本的な考え方

徒歩帰宅を原則とするが、被災状況等により、自力で長距離の徒歩帰宅が困難な方も想定される。こうした方に対しては、何らかの搬送手段を確保し、自宅への帰宅を促すことが必要であることから、関係機関が連携して、バス等による代替輸送の体制を整備することとする。
なお、搬送に際しては、自力での徒歩帰宅が困難な避難行動要支援者等（障がい者、高齢者、妊婦又は乳児連れの人、遠距離通学の小学生等を主な対象とする。以下、「特別搬送者」という。）を優先することとする。


　２．特別搬送者を対象とした搬送オペレーションの基本的な考え方

大阪都心部を中心に公共交通機関が運行を停止する中、特別搬送者の多い都心部から郊外部や隣接府県域へ搬送するとともに、郊外部や隣接府県域に留まっていた特別搬送者の都心部等への搬送について、関係機関が連携の上、対応していくこととする。
[image: D:\ShirotaT\Desktop\PP写真・イラスト\記録写真\井高野車庫ルート（田中係長）\102_PANA\P1020484.JPG]
（1）搬送拠点
■搬送拠点（都心部）
搬送拠点は、鉄道のターミナル駅から徒歩
圏内（最長２km以内）の一時滞在施設、
駅前バスターミナル、オープンスペース（公園・
学校グランド等）等を候補地とする。「大阪市・大阪府帰宅困難者対策訓練」
 　　　　　　　　　（大阪市提供）

■搬送拠点（郊外部・隣接府県域）
折り返し運行している鉄道の駅周辺を候補地とする。






■搬送拠点のイメージ図
鉄道運行区間
鉄道運休区間

[image: ]大阪都心部
郊外部・隣接府県
折り返し駅
折り返し駅
バス等の代替輸送区間




（2）搬送ルート

搬送ルートは、道路の被災状況や救助・救急活動などの応急活動等の状況を踏まえ、関係機関が協議の上、設定することとする。なお、原則、バスを利用した搬送とするが、被災状況等に応じて船舶の活用を検討することとする。
・平成19年２月、大阪府と大阪バス協会との間で、「災害時におけるバスによる緊急輸送等に関する協定」を締結。
※大阪バス協会加盟事業者の路線バス及び貸切バス（平成29年７月現在）
　約4,900台　保有

・平成25年３月、関西広域連合と神戸旅客船協会との間で「船舶による災害時の輸送等に関する協定」を締結。











３．特別搬送者への情報提供

帰宅困難者等には、被害状況や公共交通機関等の復旧見通し等、必要な情報を提供することが必要である。とりわけ特別搬送者に対しては、搬送拠点、バスの運行予定等の情報を提供することが必要であることから、その発信・提供方法について検討することとする。
■イメージ図　
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：現在地
：徒歩帰宅ルート
：災害時帰宅支援ステーション
：バス乗車場所
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・バスの運行状況（乗車場所、
降車場所、方面、運行状況等）の表示
・鉄道の運行状況の表示






４．各関係機関の役割

災害時における特別搬送者を対象にした代替輸送を行うための主な活動内容は以下のとおりであり、関係機関（国、府・政令市、隣接府県、鉄道事業者、バス事業者（バス協会含む）、道路管理者等）で連携して、対応することとする。
また、災害時の対応が円滑に進むよう、定期的に協議を行う等、日頃から連携体制の維持・充実を図ることとする。

【主な活動内容】
■バスの代替輸送の要請・助言
■バスの通行空間の確保
■状況把握と情報発信
①状況把握
・鉄道の運行状況
・通行可能な道路情報
・救助・救急活動や緊急輸送活動等の状況
②判断
・道路設定
③発信・周知
・情報発信
■バスの搬送拠点の運営
■バス等による搬送
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